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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

４．平成25年12月13日付け及び平成26年８月22日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行

っております。平成26年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利

益金額を算定しております。なお、平成26年３月期の１株当たり配当額については、株式分割後の金額を記

載しており、実際の１株当たり中間配当額は30.00円、期末配当額は16.00円となります。 

  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。 

回次 
第24期 

第２四半期累計期間 
第25期 

第２四半期累計期間 
第24期 

会計期間 
自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日 

自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日 

自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日 

売上高 (千円) 2,671,700 2,970,852 5,475,284 

経常利益 (千円) 379,279 465,303 785,605 

四半期(当期)純利益 (千円) 231,476 313,789 489,853 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 425,996 425,996 425,996 

発行済株式総数 (株) 2,800,000 11,200,000 5,600,000 

純資産額 (千円) 2,522,575 2,969,451 2,693,807 

総資産額 (千円) 5,052,039 6,047,888 5,647,165 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 21.54 29.20 45.58 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ─ 

１株当たり配当額 (円) 7.50 9.00 15.50 

自己資本比率 (％) 49.9 49.1 47.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 197,982 425,447 730,697 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △106,815 3,662 △132,901 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △244,948 △313,392 △539,358 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 1,172,323 1,500,260 1,384,543 

          

回次 
第24期 

第２四半期会計期間 
第25期 

第２四半期会計期間 
  

会計期間 
自  平成25年７月１日 
至  平成25年９月30日 

自  平成26年７月１日 
至  平成26年９月30日 

  

１株当たり四半期純利益金額 (円) 12.06 17.24   
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

当社は、適切な流動性の維持、事業活動のための資金確保及び透明性があり健全なバランスシートの維持向上を財

務方針と掲げ取り組んでおります。 

(1) 業績の状況 

当第２四半期累計期間（平成26年４月１日～平成26年９月30日）におけるわが国経済は、消費税率の引上げに伴

う駆け込み需要の反動減に加え、夏場の天候不順等による個人消費の減少等により一部に弱さがみられるものの、

政府による経済政策の効果が下支えする中、企業収益の改善に伴う設備投資の増加、雇用環境の改善等、緩やかな

景気回復基調で推移しております。 

当社の主要顧客である土木・建設業界は、労務・資材不足等による建設費用の高騰、入札不調や着工遅延等、一

部に懸念材料があるものの、復興投資、公共投資及び民間投資に伴う工事量が増加傾向にあるなど底堅く推移いた

しました。 

このような状況のなか、当社におきましては、当事業年度（平成27年３月期）から平成30年３月期までの４ヵ年

を対象にした新中期経営計画をスタートいたしました。その中核となる方針は、「システム・測量計測事業を中心

に「建設ＩＣＴ」（※）分野の専門企業として全国ネットワークを構築する」及び「レンタル取引を主体とした、

現場代理人リピーター10,000人の獲得を目指す」であります。この方針を基に事業を着実に展開してまいりまし

た。 

当第２四半期累計期間の業績につきましては、主力事業のシステム事業、測量計測事業及び全ての事業が堅調に

推移し、売上高は前年同期を上回る実績となりました。 

利益面は、中核事業を中心に人員増加策などを実施したことにより販売費及び一般管理費が前年同期に比べ増加

いたしましたが、売上高の伸長により売上総利益が増加したことに伴い、営業利益、経常利益、四半期純利益とも

に前年同期を上回る実績となりました。 

以上の結果、当第２四半期累計期間の実績は、売上高2,970,852千円（前年同期比11.2％増）、営業利益480,341

千円（前年同期比22.7％増）、経常利益465,303千円（前年同期比22.7％増）、四半期純利益313,789千円（前年同

期比35.6％増）となりました。 

  

※. 建設ＩＣＴ （Information and Communication Technology） 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

＜システム事業＞ 

当事業につきましては、システム機器及びアプリケーション等のレンタル・販売に関して、平成26年４月に熊本

支店を開設し、営業エリアの拡大を図るとともに、既存の営業拠点におきましても営業活動の強化、新規顧客の開

拓等を積極的に展開した結果、受注を堅調に確保することができ、当事業の売上高は1,124,182千円（前年同期比

4.5％増）となりました。利益面は、売上高の伸長により売上総利益が増加したことに加え、販売費及び一般管理費

の削減に努めた結果、セグメント利益（営業利益）は204,953千円（前年同期比39.6％増）となりました。 

＜測量計測事業＞ 

当事業につきましては、測量機器及び計測システム等のレンタル・販売に関して、中期経営計画の方針に基づき

「建設ＩＣＴ」分野に注力した結果、受注を堅調に確保することができ、当事業の売上高は821,618千円（前年同期

比21.8％増）となりました。利益面は、営業強化を目的とした人員体制の増強などを図り販売費及び一般管理費が

増加いたしましたが、売上高の伸長により売上総利益が順調に増加し、セグメント利益（営業利益）は114,730千円

（前年同期比44.9％増）となりました。 
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＜ハウス備品事業＞ 

当事業につきましては、建設現場事務所用ユニットハウス及び什器備品等のレンタル・販売に関して、公共投資

等の増加に伴うユニットハウス需要の高まりから、レンタル受注量を確保することができ、当事業の売上高は

605,831千円（前年同期比8.2％増）となりました。利益面は、ハウス補修費等に加え、販売費及び一般管理費が増

加したことが影響し、セグメント利益（営業利益）は115,528千円（前年同期比11.9％減）となりました。 

＜環境安全事業＞ 

当事業につきましては、道路標示・標識及び環境・景観分野の工事並びに安全用品のレンタル・販売に関して、

専門分野である道路標示工事の受注が堅調に推移したことに加え、大型公共工事の完成に伴い、当事業の売上高は

419,220千円（前年同期比15.8％増）となりました。利益面は、売上高の伸長により売上総利益が増加したことに伴

い、セグメント利益（営業利益）は45,129千円（前年同期比30.9％増）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期会計期間末の財政状態につきましては、総資産が6,047,888千円となり、前事業年度末と比較して 

400,723千円増加いたしました。 

流動資産は3,190,046千円となり、前事業年度末と比較して475,648千円増加いたしました。主な要因は、現金及

び預金の増加115,717千円、受取手形及び売掛金の増加120,588千円及びその他流動資産の増加253,136千円があった

ことによるものであります。 

固定資産は2,857,841千円となり、前事業年度末と比較して74,924千円減少いたしました。主な要因は、投資その

他の資産の増加72,248千円があった一方で、リース資産の減少138,416千円があったことによるものであります。 

負債は3,078,436千円となり、前事業年度末と比較して125,079千円増加いたしました。主な要因は、その他流動

負債の増加255,409千円があった一方で、リース債務の減少127,137千円によるものであります。 

純資産は2,969,451千円となり、前事業年度末と比較して275,643千円増加いたしました。主な要因は、四半期純

利益313,789千円を計上した一方で、剰余金の配当85,977千円を行ったことによるものであります。 

以上の結果、自己資本比率は49.1％となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は1,500,260千円となり、前事業

年度末と比較して115,717千円増加いたしました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により獲得した資金は425,447千円（前年同期は197,982千円）となりました。これは主に、税引前四半

期純利益488,960千円、資金支出を伴わない費用である減価償却費259,284千円による資金の獲得に対して、売上債

権の増加120,588千円、法人税等の支払190,703千円が充当されたことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により獲得した資金は3,662千円（前年同期は△106,815千円）となりました。これは主に、投資有価証

券の売却による収入25,066千円に対して、無形固定資産の取得による支出19,140千円があったことによるものであ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は313,392千円（前年同期は△153,782千円）となりました。これは、リース債務の

返済227,542千円と配当金の支払85,850千円によるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

（注）株式会社東京証券取引所より、当社株式を東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)から東京証券取引所

市場第二部へ市場変更する旨が承認され、平成26年11月13日をもって東京証券取引所市場第二部銘柄となる

予定であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

（注）平成26年８月21日の株主名簿に記録された株主に対し、所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割い

たしました。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 38,000,000 

計 38,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成26年９月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成26年11月12日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 11,200,000 11,200,000 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード) 

単元株式数は100株で
あります。   

計 11,200,000 11,200,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年８月22日 
（注） 

5,600,000 11,200,000 ─ 425,996 ─ 428,829 
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(6) 【大株主の状況】 

平成26年９月30日現在 

(注)  上記のほか当社所有の自己株式452,800株（4.0％）があります。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

有限会社横島 長野県上田市材木町2-5-22 4,000,000 35.7 

宮沢俊行 長野県上田市 320,000 2.9 

手塚克巳 長野県上田市 320,000 2.9 

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) 
RE 15PCT TREATY ACCOUNT 
(常任代理人 香港上海銀行東京支店) 

50 BANK STREET CANARY WHARF 
LONDON E14 5NT, UK 
(東京都中央区日本橋3-11-1) 

318,400 2.8 

シーティーエス社員持株会 長野県上田市古里115 295,700 2.6 

株式会社八十二銀行 
(常任代理人 日本マスタートラスト信
託銀行株式会社) 

長野県長野市大字中御所字岡田178-8 
(東京都港区浜松町2-11-3) 

208,800 1.9 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 160,000 1.4 

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口) 

東京都中央区晴海1-8-11 148,800 1.3 

春原由妃 神奈川県横浜市 136,000 1.2 

猪股和典 千葉県流山市 134,000 1.2 

計 ― 6,041,700 53.9 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

      平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 452,800
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

10,745,900 
107,459 ― 

単元未満株式 
普通株式 

1,300 
― ― 

発行済株式総数 11,200,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 107,459 ― 
 

        平成26年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 

株式会社シーティーエス 
長野県上田市古里115 452,800 ─ 452,800 4.0 

計 ― 452,800 ─ 452,800 4.0 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,384,543 1,500,260 

    受取手形及び売掛金 1,038,881 1,159,469 

    たな卸資産 ※１  172,691 ※１  162,448 

    その他 131,294 384,431 

    貸倒引当金 △13,012 △16,563 

    流動資産合計 2,714,398 3,190,046 

  固定資産     

    有形固定資産     

      レンタル資産（純額） 34,217 28,696 

      建物（純額） 243,448 238,043 

      土地 777,810 777,810 

      リース資産（純額） 1,570,337 1,431,920 

      その他（純額） 102,273 86,927 

      有形固定資産合計 2,728,087 2,563,398 

    無形固定資産 40,796 58,878 

    投資その他の資産     

      投資その他の資産 165,183 237,432 

      貸倒引当金 △1,300 △1,867 

      投資その他の資産合計 163,883 235,565 

    固定資産合計 2,932,766 2,857,841 

  資産合計 5,647,165 6,047,888 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 747,957 737,362 

    未払法人税等 195,490 183,455 

    その他 702,218 957,627 

    流動負債合計 1,645,667 1,878,445 

  固定負債     

    リース債務 1,128,897 1,001,760 

    その他 178,792 198,230 

    固定負債合計 1,307,689 1,199,991 

  負債合計 2,953,357 3,078,436 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 425,996 425,996 

    資本剰余金 428,829 428,829 

    利益剰余金 1,879,985 2,107,797 

    自己株式 △91,383 △91,383 

    株主資本合計 2,643,427 2,871,239 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 50,380 98,211 

    評価・換算差額等合計 50,380 98,211 

  純資産合計 2,693,807 2,969,451 

負債純資産合計 5,647,165 6,047,888 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第２四半期累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 2,671,700 2,970,852 

売上原価 1,589,290 1,727,851 

売上総利益 1,082,409 1,243,001 

販売費及び一般管理費 ※１  690,878 ※１  762,659 

営業利益 391,530 480,341 

営業外収益     

  受取利息 24 22 

  受取配当金 505 1,200 

  受取地代家賃 1,116 1,080 

  固定資産売却益 2,899 － 

  物品売却益 － 2,011 

  その他 972 2,264 

  営業外収益合計 5,517 6,578 

営業外費用     

  支払利息 17,192 20,798 

  その他 576 817 

  営業外費用合計 17,768 21,616 

経常利益 379,279 465,303 

特別利益     

  投資有価証券売却益 - 23,656 

  特別利益合計 - 23,656 

税引前四半期純利益 379,279 488,960 

法人税、住民税及び事業税 152,626 178,915 

法人税等調整額 △4,823 △3,744 

法人税等合計 147,802 175,171 

四半期純利益 231,476 313,789 
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税引前四半期純利益 379,279 488,960 

  減価償却費 206,321 259,284 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,315 4,118 

  受取利息及び受取配当金 △529 △1,222 

  支払利息 17,192 20,798 

  有形固定資産売却損益（△は益） △2,899 - 

  投資有価証券売却損益（△は益） - △23,656 

  売上債権の増減額（△は増加） △93,269 △120,588 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △33,221 10,242 

  仕入債務の増減額（△は減少） 324 △10,595 

  その他 △126,026 8,383 

  小計 354,486 635,727 

  利息及び配当金の受取額 529 1,222 

  利息の支払額 △17,192 △20,798 

  法人税等の支払額 △139,841 △190,703 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 197,982 425,447 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △107,383 △2,240 

  有形固定資産の売却による収入 2,900 - 

  無形固定資産の取得による支出 △1,800 △19,140 

  投資有価証券の売却による収入 - 25,066 

  その他 △532 △23 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △106,815 3,662 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  リース債務の返済による支出 △177,697 △227,542 

  配当金の支払額 △67,251 △85,850 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △244,948 △313,392 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △153,782 115,717 

現金及び現金同等物の期首残高 1,326,106 1,384,543 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,172,323 ※１  1,500,260 
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【注記事項】 

  

(四半期貸借対照表関係) 

  

※１  たな卸資産の内訳 

  

  

(四半期損益計算書関係) 

  

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。 

  

  

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

商品 147,519千円 118,422千円 

半成工事 4,853千円 23,710千円 

原材料及び貯蔵品 20,318千円 20,316千円 
 

  
前第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

貸倒引当金繰入額 7,315千円 4,118千円 

給料及び手当 317,206千円 353,727千円 
 

  
前第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

現金及び預金 1,172,323千円 1,500,260千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 ― ― 

現金及び現金同等物 1,172,323千円 1,500,260千円 
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(株主資本等関係) 

  

前第２四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

  

１．配当金支払額 

(注) 平成25年12月13日付け及び平成26年８月22日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っ

ております。当該株式分割に伴う影響を加味して計算した場合の数値を( )内に記載しております。 

  

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの 

(注)  平成25年12月13日付け及び平成26年８月22日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っ

ております。当該株式分割に伴う影響を加味して計算した場合の数値を( )内に記載しております。 

  

  

当第２四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日) 

  

１．配当金支払額 

(注) 平成26年８月22日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割

に伴う影響を加味して計算した場合の数値を( )内に記載しております。 

  

  

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの 

  

  

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月14日 
定時株主総会 

普通株式 67,170 
25.00 
(6.25) 

平成25年３月31日 平成25年６月17日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年10月31日 
取締役会 

普通株式 80,604 
30.00 
(7.50) 

平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月13日 
定時株主総会 

普通株式 85,977 
16.00 
(8.00) 

平成26年３月31日 平成26年６月16日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年10月31日 
取締役会 

普通株式 96,724 9.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

  

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

  

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：千円)

(注)  セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第２四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日) 

  

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：千円)

(注)  セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

報告セグメント 

調整額 

四半期 
損益計算書 
計上額 
(注) 

システム 
事業 

測量計測 
事業 

ハウス備品
事業 

環境安全 
事業 

計 

売上高               

 外部顧客への売上高 1,075,547 674,542 559,739 361,869 2,671,700 ─ 2,671,700 

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

計 1,075,547 674,542 559,739 361,869 2,671,700 ─ 2,671,700 

セグメント利益 146,775 79,159 131,114 34,481 391,530 ─ 391,530 
 

  

報告セグメント 

調整額 

四半期 
損益計算書 
計上額 
(注) 

システム 
事業 

測量計測 
事業 

ハウス備品
事業 

環境安全 
事業 

計 

売上高               

 外部顧客への売上高 1,124,182 821,618 605,831 419,220 2,970,852 ─ 2,970,852 

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

計 1,124,182 821,618 605,831 419,220 2,970,852 ─ 2,970,852 

セグメント利益 204,953 114,730 115,528 45,129 480,341 ─ 480,341 
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(１株当たり情報) 

  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 ２．当社は、平成25年12月13日付け及び平成26年８月22日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式

分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金

額を算定しております。 

  

２ 【その他】 

第25期(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)中間配当について、平成26年10月31日開催の取締役会におい

て、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

①  配当金の総額                                 96,724千円 

②  １株当たりの金額                                9円00銭 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成26年12月８日 

  

 

項目 
前第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 21円54銭 29円20銭 

(算定上の基礎)     

四半期純利益金額(千円) 231,476 313,789 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 231,476 313,789 

普通株式の期中平均株式数(株) 10,747,200 10,747,200 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成26年10月30日

株 式 会 社 シ ー テ ィ ー エ ス

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 五 十 幡 理 一 郎 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 松 聡 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社シーテ

ィーエスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第25期事業年度の第２四半期会計期間（平成26年７月１日か

ら平成26年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シーティーエスの平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

　
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年11月12日 

【会社名】 株式会社シーティーエス 

【英訳名】 ＣＴＳ Ｃｏ., Ｌｔｄ． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  横 島 泰 蔵 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 長野県上田市古里115番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長横島泰蔵は、当社の第25期第２四半期（自  平成26年７月１日  至  平成26年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


